吉野ヶ里町開発指導要綱
吉野ヶ里町

建設事業課　管理係

吉野ヶ里町開発指導要綱
第１章　　総　　則

（目的）

第１条　この要綱は、町内の土地利用について、無秩序な開発を防止し、良好な生活

　環境及び自然環境の保全、公共施設の整備等に関する指導及び協議事項を定めるこ

　とにより、住民の安全と健康を守り、快適な生活の場を実現させ、町の秩序ある発

　展を図ることを目的とする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

　めるところによる。

　（１）開発行為　主として、建築又はその他工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形質を変更する行為かつ次に掲げるものをいう。

ア　公共施設の新設、付替え又は廃止等による区画の変更

イ　切土、盛土等による土地の形質の変更

ウ　農地、山林その他宅地以外の土地を宅地とする土地の形質の変更

エ  アからウまでに掲げるもののほか、その他の行為に準ずる土地の区画形質の変更

（２）開発区域　開発行為を行う土地の区域をいう。

（３）開発者　開発行為を行うために第５条に定める届出をするものをいう。

（４）公共施設　道路、公園その他の公共の用に供する施設をいう。

（適用範囲）

第３条　この要綱で定める開発行為の規模は、次の各号のいずれかによることとする。

（１）町内において行われる開発区域の面積が１,０００㎡以上の開発行為。ただし、１,０００㎡未満であっても生活環境及び自然環境の変化により、住民に影響を与えると認める場合は、この限りではない。

（２）開発行為等が行われた土地（事前協議が不要の場合も含む。以下「甲地」という。）の隣接地における開発行為（事前協議が不要の場合も含む。以下「乙地」という。）をするときは、次に掲げるいずれかに該当する場合は、甲地と乙地を合わせた区域を一体の開発区域とみなす。
　　ア　土地の利用目的又は物理的形状等が一体と認められる形態を有し、乙地の開発時期が、甲地の工事完了後３年以内に開発行為をするとき。

イ　甲地と乙地の開発者又は土地所有者等が同一人（設計者及び工事施工者も含む。）であるとき。

ウ　先行する開発行為により整備される道路等の公共施設を共用又は土地の分筆状況等から共用することが見込まれる等、甲地と乙地の間の一体的利用が見込まれるとき。

２　前項の規定は、次の各号のいずれかについては該当しない。

（１）国、地方公共団体及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１第１号

　　　に掲げる法人が行う開発行為

（２）農林業のために使用する都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条

　　　第２号の政令で定める建築物又はその従業者の住宅のための開発行為

（３）土地区画整理事業等として行う開発行為

（４）非常災害のために必要な応急処置として行う開発行為

（開発行為等の施行）

第４条　開発者は、開発行為の施行にあたって、関係法令の定めるもののほか、この

要綱に従って施行しなければならない。

（事前協議）

第５条　開発者は、法令等による申請時に、あらかじめ開発行為事前協議書（様式第

　１号）を提出して、町長と協議しなければならない。

２　第１項の協議の細部については、所管課等において行うものとする。

（一般的基準）

第６条　開発行為は、次に掲げる基準に適合したものでなければこれを認めないもの

　とする。

（１）開発行為は、国、県及び本町の策定に係る土地利用に関する各種計画に適合

　　　するものであること。

（２）開発行為は、公共事業に支障をきたさないものであること。

（３）開発行為は、関係法令に照らし適法なものであること。

（４）開発行為は、地域住民の生活環境及び福祉の向上に貢献するものであること

（５）開発区域は、優良農用地及び農用地として利用すべき土地又は総合的に農業

　　　の振興を図る必要のある地域は、原則として除くものであること。

（６）開発区域は、保安林、保安林予定森林等、森林の有する公益的機能の発揮が

　　　要請される地域又は林業の振興を図るべき地域は、原則として除くものである

　　　こと。

（７）開発区域は、自然、歴史的環境を積極的に保全すべき必要のある地域は、原

　　　則として除くものであること。

（８）開発区域は、災害及び公害の防止のために保全する必要のある地域は、原則

　　　として除くものであること。

（技術的基準）

第７条　開発行為における施設の技術的基準については、別にこれを定める。

第２章　　協議事項

（土地利用計画）

第８条　開発者は、土地利用計画に当たり、土地利用の区分及び用途を明確にし、開発区域内の人口計画、各種公共、公益施設の整備計画について検討し、公害及び紛

　争の発生を未然に防止するため、あらかじめ開発区域周辺の地元利害関係者と協議

し、その同意を得るとともに、道路、公園その他の施設に関することが町総合計画

　に定められているときは、原則としてこれに適合させなければならない。

（宅地開発）

第９条　宅地造成及び住宅建設に係る開発行為においては、適正な規模の道路、公園

及び排水施設等の公共施設及び公益施設を配置して、良好な住環境を構成するよう

に努めなければならない。

（自然の保全）

第10条　開発者は、宅地開発に当たり良好な住環境を実現させるため、努めて現状

　の自然的素材を活かすなど、積極的に緑化を図り、地区住民が自然を享受できるよ

　う考慮するものとする。

（工場等の開発）

第11条　開発者は、工場等の開発に関しては、事前協議において、町長が公害の発

　生を予測されると判断した場合は、町の調査に応じなければならない。

２　前項の結果、町長が好ましくないと判断した場合は、開発者は、その用途変更を

　前提として、町に協議するものとする。

３　工場等の開発行為において、公害防止対策について合意したときは、町と公害防

　止協定を締結するものとする。

（中高層建築物）

第12条　中高層建築物にあっては、付近住民の日照等生活環境の保護に努めるもの

　とする。

（共通事項及び懸案事項の意見・回答）

第13条　町長は、第５条の規定による協議がなされたときは、速やかに開発行為の

　内容を検討し、必要があると認めたときは、懸案事項等の意見を開発者に対し求め

　ものとする。

２　開発者は、前項の規定により求められた懸案事項等について、文書により町長に回答するものとする。
第３章　　開発協定

（開発協定）

第14条　町長は、第1３条第２項による回答書が提出された後に合意が確認されたときは、開発者に対し速やかに開発行為に関する協定書（様式第２号）を締結する

　ものとする。

（開発者の義務）

第15条　開発者は、開発行為の実施に当たっては、関係法令及びこの要綱並びに第

　1３条第２項による回答書の事項を遵守しなければならない。

（行政指導）

第16条　町長は、前条による協定後、開発者に対し適切な指導を行い、必要な限度

　において、報告若しくは資料の提出を求めるため、開発行為改善指示書（様式第３

　号）により、必要な措置を勧告することができるものとする。

（着工届）

第17条　開発者は、開発行為に着手するときは、工事着工届（様式第４号）を町長

　に提出しなければならない。

（立入検査）

第18条　町長は、必要があると認めたときは、職員を関係箇所に立ち入らせ、開発

　行為の状況を検査させることができるものとする。

（工事完了届）

第19条　開発者は、開発行為が完了したときは直ちに、工事完了届（様式第５号）

　を町長に提出しなければならない。

（完了検査）

第20条　町長は、前条の規定による届出があったときは遅滞なく、当該開発行為が

　この要綱の内容に適合しているかどうかについて検査し、その検査の結果が要綱の

　内容に適合していると認めたときは、開発行為に関する工事の検査済証（様式第６

　号）を交付するものとする。

２　検査の結果が、この要綱の内容に適合していないと認められる場合は、これを是

　正するため、第1６条の規定を準用する。

（開発行為の変更等）

第21条　開発者は、締結した協定の内容で、特にやむを得ない事情により開発行為

を変更し、又は廃止しようとする場合は、開発行為変更（廃止）届出書（様式第７号）を町長に提出し承認を得なければならない。また、開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関する工事を施行する権原を取得し、その地位を承継させる場合についても同様とする。
第４章　　その他の一般的事項

（協力しない者に対する措置）

第22条　町長は、第５条の規定による協議をしなかった者若しくは同条に規定する

　協議書に虚偽の記載をした者又は第16条の規定による指示書に従わない者に対し

　ては、必要に応じて次に掲げる措置をとることができるものとする。

（１）当該開発区域に関連する事業の施行その他の措置を行わないこと。

（２）関係法令の規定による許認可の申請等を取り下げるよう要請すること。

（３）関係機関、関係住民等に対して、当該開発行為について協力しないよう要請

　　　すること。

（４）違反した者の氏名及びその内容を公表すること。

（５）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める措置

（工事中における責任の所在等）

第23条　開発工事中に開発者の責任により、開発区域及びその周辺に被害を与えた

　ときは、開発者は直ちにその補償、その他の適切な措置をしなければならない。

２　開発者は、開発工事のため、道路を使用するときは、その経路、回数等について

　町と協議し交通安全及び騒音防止等のため適切な措置を講ずるものとする。

３　開発行為のため、道路等に損傷を与えたときは、開発者は直ちに応急処置を行う

　とともに速やかに原状を回復するものとする。

（その他）

第24条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

　附　則

（施行期日）

　　１　この要綱は、令和元年７月１日から施行する。

（経過措置）

　　２　この要綱の施行の際現に、改正前の吉野ヶ里町開発指導要綱の規定によりされた事前協議、開発協定その他開発行為については、なお従前の例による。
技　術　的　基　準
（施設整備の原則）

第１条　道路、公園、広場、その他の公共の用に供する空地が次に掲げる事項を勘案して、環境の保全、災害の防止、通行の安全、又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置されていること。

(１) 開発区域の規模、形状及び周辺の状況

(２) 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質

(３) 予定建築物等の用途、敷地の規模及び配置

（道　路）

第２条　道路に関する技術的基準は、次に掲げる事項に適合するものであること。

(１) 開発区域に関係すると思われる町道等の道路計画がある場合には、原則とし

て、その計画に適合させること。

(２) 開発区域内の主要な道路は、開発区域外の相当規模の道路に接続しているこ

と。接続先道路の幅員は、開発行為の目的に応じ、別表１のとおりとする。

　ただし、基準を満たさない道路であっても、次の場合は協議すること。

ア　現に道路計画がある場合

イ　開発区域周辺の土地の地形及び利用の様態等に照らして、これによることが困難と認められ、環境の保全、災害の防止、通行の安全及び事業活動の効率上支障がないと認められる道路に接続する場合

(３) 開発区域内の道路は、開発行為の目的並びに予定建築物等の用途及び施設の

規模等に応じ、別表２に定める幅員の道路が、予定建築物等の敷地に接するよ

うに配置されていること。

　ただし、小区間でその周辺の状況等により、保安上又は通行上支障がないと認められる場合は、幅員を４.0ｍ以上とすることができる。

(４) 開発区域内の幅員９ｍ以上の道路は、歩車道が分離されていること。

(５) 開発区域内の道路及び接続道路で、幅員９ｍ以上の道路にあっては、別表３

を標準として歩道を設置するものとする。　　　　　　　　　

ただし、地形その他の状況によりやむをえないと認められたときは、片側の

み歩道を設置することができる。

歩道と車道の高さは、原則として同一とすること。

(６) 道路は、アスファルトコンクリート舗装及びセメントコンクリート舗装を原

則とし、その横断勾配は別表４を標準とすること。

(７) 道路の縦断勾配は、９％以下（地形等によりやむをえないと認められる場合

は、小区間に限り１２％以下）とする。ただし、道路の縦断勾配を７％以上と

するときは、すべり止め舗装を施すこと。

(８) 道路の舗装構成については、別表５を標準とすること。

歩道舗装については、表層をアスファルココンクリート３cm、路盤を１０

cm以上とすること。

　　　　なお、歩道に自転車乗り入れ口を設置する場合の構造は表層、路盤とも車道
と同一とすること。

(９) 開発区域内道路の交差は、できる限り直角に近い角度で交差させることとし

、交差することによってできる街角は長さ３ｍの隅切りをすること。

　　　　ただし、国道・県道及び市町村道に接続させる場合は道路構造令によるもの

とする。

　　　　　なお、道路は同一箇所において、同一平面上で５以上交会させてはなら

ない。

　　　　　また、交角６０度未満又は１２０度以上の場合は、適宜増減できるもの

　　　　とする。

　　(10) 道路は、階段状ではないこと。ただし、もっぱら歩行者の専用の用に供す

る道路で、通行の安全上支障がないと認められる場合にあっては、この限り

ではない。

　　(11) 道路は、袋路状ではないこと。ただし、やむを得ず袋路状とする場合には、

次に掲げる事項に適合しなければならない。

ア　災害防止、避難及び歩行者通行の安全上支障がないと認められること。

　　　イ　行き止まり先が公園、広場、転回広場等の公共空地に接していること。

　　　ウ　自動車の転回が可能な空地、広場又は避難道路等が道路の終端及び当該道路の区間３５ｍ以内ごとに設けられている場合

　　　エ　道路の延長が３５ｍ以内である場合

　　(12) 橋梁は原則として一等橋で設計し、橋梁の幅員は前後道路と同一にするも

のとする。

　　(13) 道路には、雨水等を有効に排出するため、側溝、集水桝、その他の適当な

排水施設を設けること。

　　　　　側溝は、原則として落蓋式側溝３００型（ＮＳＫ－１など）又は函渠型側

溝３００型以上とすること。

　　　　　側溝をＬ型とするときは町長と協議のうえ、排水の処理が有効にできるよ

うに努めなければならない。

　　(14) 道路敷となる法部には、崩壊等を防止するための擁壁等、必要な施設を設

けること。

　　　　　ただし、土羽の場合は１割５分勾配を原則とし、切土の場合は５分から８

分を原則とする。

（公園、緑地等）

第３条　住宅以外の建築物の用に供する開発行為にあっては、おおむね１０％以上の緑地を確保し、樹木の植栽、又は花木の植付けを行い、環境の緑化に努めなければならない。

２　住宅の用に供する開発行為にあっては、公園、緑地又は広場の確保に努めるもの

　とする。

（排水施設）

第４条　排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、開発区域内の下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第１号に規定する下水を有効に排出するとともに、その排出によって開発区域及びその周辺の地域に溢水等による被害が生じないような構造及び能力で配置されるように設計が定められていること。

(１) 当該地域における降水量

(２) 第１５条の(１)号から(４)号までに掲げる事項及び放流先の状況

２　開発区域内の排水施設は、開発区域の規模、地形、予定建築物等の用途、降水量等から想定される汚水及び雨水を有効に排水できるよう、次の各号により設置すること。

(１) 排水施設の管渠の勾配及び断面積は、５年に１回の確率で想定される降雨強

度値以上の降雨強度値を用いて算定した計画雨水量並びに生活又は事業に起因し、又は付随する廃水量及び地下水量等から算定した計画汚水量を有効に排出することができるように定めなければならない。

(２) 雨水流出量の算定は合理式を用いるものとし、流出係数は、地形及び周辺の

状況により決定するものとするが、原則として０．５以上とすること。

又、降雨強度については、「佐賀地方における短時間確率降雨強度式」（佐賀県県土づくり本部河川砂防課）を採用のこと。

(３) 汚水管渠にあってはクッターの公式を、又雨水管渠にあってはマニングの

公式を用いるものとする。

(４) 排水施設の放流先は、河川、水路その他の公共水域に接続するものとし、当

該管理者と協議のうえ設置するものとする。

(５) 排水は原則として汚水、雨水を分離すること。

(６) 雨水以外の下水は、原則として暗渠で排出するものとする。なお、道路に埋設する場合の土かぶりは、１．２ｍ以上とする。

(７) 排水管の内径は、２０ｃｍ以上とすること。ただし、雨水管は２５ｃｍ以上

とする。なお、排水区域が小規模で支障がないと認められる場合は、最小管径

を１５ｃｍ以上とすることができる。

(８) 合流式による排水管渠の断面を定める計画下水量は、計画雨水流出量に家庭

用水、事業排水等を加えたものであること。

(９) 汚水管渠の断面を定める計画下水量は計画時間最大汚水量とし、その決定に

あたっては、管理者と協議すること。

(10) 管渠はＶＰ管、ヒューム管等を用いること。

(11) 排水施設は、地質の状況により漏水等を防ぐため適切な基礎工を施し、堅

固で耐久力を有する構造とすること。

(12) 河川、水路その他の公共水域で、雨期の溢水が予想される地域においては、排水量を調節する目的で、排水施設に多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとすることができる。

（敷地の安全性）

第５条　切土をした土地の部分に生ずる高さが２ｍを超えるがけ、盛土をした土地の

部分に生ずる高さが１ｍを超えるがけ、又は切土と盛土とを同時にした土地の部分

に生ずる高さが２ｍを超えるがけのがけ面は、擁壁でおおわなければならない。
　　ただし、切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ、又はがけの部分で、別

表６に該当するもののがけ面については、この限りではない。

２　擁壁には、その裏面の排水をよくするため、水抜穴が設けられ、擁壁の裏面で水

抜穴の周辺その他の必要な場所には、砂利等の透水層が設けられていること。

　　ただし、空積造その他擁壁の裏面の水が有効に排水できる構造のものにあっては、

この限りでない。

３　開発行為によって生ずるがけのがけ面は、擁壁でおおう場合を除き、石張り、芝

張り、モルタルの吹付け等によって、風化その他の浸食に対して保護しなければならない。

（消防水利施設）

第６条　開発行為により必要な消火栓、防火水槽及び水利標識は、消防法施行規則（昭

和３６年省令第６号）及び消防水利の基準により設置するものとし、その設備に要

する経費は開発者の負担とする。

（上水道施設）

第７条　開発者は、開発区域の規模及び地形並びに予定建築物の用途を勘案し、水道

企業団等の関係機関と協議して適正な規模の水道施設を配置しなければならない。

（し尿及び生活雑排水施設）

第８条　開発者は、し尿及び生活雑排水処理について、あらかじめ町長と協議しなけ

ればならない。

（ごみ集積施設）

第９条　住宅地を開発しようとするときは、ごみ袋の集積場所について町の主管課と

充分協議し、指導を受けること。

（防犯灯その他の施設）

第１０条　開発行為の規模等に応じて、町長が必要と認めたときは、防犯灯及び道路

照明等を設置するものとし、その設備に要する経費は、開発者の負担とする。

また、設置後の維持管理については、他の防犯灯等同様の取扱いとする。

２　開発者は、開発に伴う法肩に防護柵を設けるほか、必要に応じ安全設備を整備す

るものとし、その施設の種類及び内容については、町長と協議して定めるものとす

る。

（境界標の設備）

第１１条　公共用地と開発区域の境界には、開発者の負担において境界標を設置しな

ければならない。

（その他）

第１２条　この技術的基準に定めのない事項については、「開発許可の手引き」（佐賀県県土整備部都市計画課）に準拠する。

道　路　関　係

別　表　１

	開発行為の目的
	区域外接続道路の幅員

	住　　宅
	６.５ｍ　以上

	住宅以外
	９.０ｍ　以上


別　表　２

	開発行為の目的
	区域内道路の幅員

	住　　宅
	６.０ｍ　以上

	住宅以外
	９.０ｍ　以上


別　表　３

	道路幅員
	車　　道
	歩　　道
	路　　肩

	９.０ｍ

（１０.０）
	６.０ｍ
	２.０ｍ

（３.０）
	０.５ｍ×２

	１３.０ｍ

（１６.０）
	６.０ｍ
	３.０ｍ×２

（４.５）
	０.５ｍ×２

	１７.０ｍ
	６.０ｍ
	４.０ｍ×２
	１.５ｍ×２

	１８.０ｍ
	６.０ｍ
	４.５ｍ×２
	１.５ｍ×２


（　）の場合は歩道に植栽を行う場合

別　表　４

	道　路　区　分
	勾　　配

	車道
	アスファルトコンクリート舗装
セメントコンクリート舗装
	１.５ ～ ２.０％

	歩　　道
	２.０％


別　表　５

	種　別
	アスファルトコンクリート
	セメントコンクリート

	道路幅員
	（注１）

表　層
	（注２）

路　盤
	表　層
	（注２）

路　盤

	６.０ｍ未満
	５.０ｃｍ
	協　議
	２０.０ｃｍ
	協　議

	６.０ｍ以上

～９.０ｍ未満
	５.０ｃｍ
	協　議
	２０.０ｃｍ
	協　議

	９.０ｍ以上
	アスファルト及びセメントコンクリート舗装要綱による


（注1） 表層工は密粒度アスファルトコンクリートとする。

（注2） 路盤工は管理者と協議を行い決定する。

がけ面
別　表　６

１　土質が次の表の左欄に掲げるものに該当し、かつ土質に応じ勾配が同表の

　中欄の角度以下のもの。

	土　　　　質
	擁壁を要しない

勾配の上限
	擁壁を要する
勾配の下限

	軟岩（風化の著しいものを除く）
	６０度
	８０度

	風化の著しい岩
	４０度
	５０度

	砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土その他これらに類するもの
	３５度
	４５度


２　土質が左欄に該当し、かつ土質に応じ勾配が中欄の角度を越え下欄の角度

　以下のもので、その上端から下方に垂直距離５ｍ以内の部分

３　小段等によって上下に分離されたがけがある場合において、下層のがけ面

の下端を含み、かつ、水平面に対し３０度の角度をなす面の上方に、上層の

がけ面の下端があるときは、その上下のがけを一体のものとみなす。
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